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○ 子どもたちのインターネットの安全な利用に係る普及啓発を目的に、児童・生徒、保護者・教職員等に対する学校等の現場で
の無料の「出前講座」を、情報通信分野等の企業・団体と総務省・文部科学省が協力して全国で開催。

○ 2019年度は、2,660件の講座を実施し、約52万人が受講。 （2006年度開始以来の実績：22,583件、のべ約369万人）

実施主体 一般財団法人マルチメディア振興センター（ＦＭＭＣ）

協力団体 通信事業者等民間団体（470社）、公益法人（17団体）、
政府（総務省及び文部科学省）、自治体（51団体）、その他（57団体）
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対象者 小学生（小３～小６）、中学生、高校生、保護者、教職員等

インターネットにひそむ以下の危険について、予防法等を啓発。

＊企業等がCSRとして講師を派遣。

（認定講師数：5,234名）

講座内容

e-ネットキャラバン

（2020年10月31日現在）
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「e-ネットキャラバン講座」の講座受講方法の選択肢の拡大

○ 従来は「出前講座」かつ「最大で1日かつ2コマまで」が開催条件となっていたが、Withコロナ時代における取り組みとして「受

講方法（講座開催方法）の選択肢」を拡大し、子どもたちのインターネットの安全な利用に係る普及啓発に取り組んでいる。

（出典）（一財）マルチメディア振興センターe-ネットキャラバン事務局「e-ﾈｯﾄｷｬﾗﾊﾞﾝ『講座内容の充実』及び『受講方法の選択肢拡大』について」（2020年11月19日報道発表資料）
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Ⅰ．モデル条項の概要
（１）電子掲示板等のサービス内における禁止事項を列挙

○ 他者のプライバシー、肖像権を侵害する行為等
○ 他者を誹謗中傷・侮辱し、またはその名誉もしくは信用を毀損する行為等
○ わいせつ、児童ポルノ、児童虐待等の画像の送信及びそれらの販売に関する行為等
○ その行為が上記のいずれかに該当することを知りつつ、それを助長する態様等でリンクをはる行為
○ 犯罪や違法行為に結びつく情報や誹謗中傷、プライバシー侵害の掲載を助長する行為 等

（２）情報の削除等の対応（警告、削除要請、削除等）
契約者によるサービスの利用が（１）の禁止事項に該当する場合などには、当該情報の削除等の対応を行う

（３）利用の停止
（４）解約

【参考】違法・有害情報への対応に関する契約約款モデル条項

「インターネット上の違法な情報への対応に関するガイドライン」とともに、業界４団体(※)による違法情報等対応連
絡会において、電子掲示板の管理者やインターネットサービスプロバイダー等が自らの提供するサービスの内容に応じ
て、自らが必要とする範囲内で契約約款に採用してもらうことを目的として平成18年11月に策定。

※(一社)電気通信事業者協会、(一社)テレコムサービス協会、(一社)日本インターネットプロバイダー協会、(一社)日本ケーブルテレビ連盟

Ⅱ．モデル条項に含まれる自殺誘引情報等の禁止規定
以下の行為を契約者の禁止事項として規定

〇 人を自殺に誘引または勧誘する行為、または第三者に危害のおよぶおそれの高い自殺の手
段等を紹介するなどの行為
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